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ෙឹ

　固体酸化物形燃料電池（SOFC）を用いた水蒸気電解システムによる水素製造コスト評価を実

施した。水素製造システムの設計と水素製造効率の最適化を通じて水素製造コストの低減に向け

た必要条件についてまとめた。さらに、将来の水素社会の構築を念頭に、水素ステーションの

コスト構造を明らかにした。水素ステーション設置コストを含む水素製造コストは、電力コスト

が 15 ～ 2.5 円 /kWh の範囲において、稼働率が 33％では 120 ～ 70 円 /Nm3-H2 になり、稼働率が

90％では 86 ～ 37 円 /Nm3-H2 になることが示された。

　以上の水素ステーション普及に向けた検討から、水蒸気電解システムの寿命向上とコスト低減

は必須である。電気化学的昇圧（電気化学的水素ポンプ）やアンモニアなどのエネルギーキャリ

アの利用などの技術オプションの活用も検討することで、ガソリン価格に相当する水素製造コス

トである 40 円 /Nm3-H2 達成に至る技術革新の道筋を提案する。

h¬���¦´

　Cost evaluation of hydrogen production with a steam electrolysis system using a solid oxide fuel cell （SOFC） 
was conducted. Through designing a hydrogen production system and optimizing hydrogen production 
efficiency, necessary conditions for reducing the hydrogen production cost were summarized. In addition, with 
the future construction of a hydrogen economy in mind, the cost structure of a hydrogen station was clarified. 
It was shown that the hydrogen production cost, including the establishment cost of a hydrogen station, would 
be 120 - 70 JPY/Nm3-H2 with an operation rate of 33% and 86 - 37 JPY/Nm3-H2 with an operation rate of 90% 
when the electricity cost is assumed to be in the range of 15 - 2.5 JPY/kWh.
　Through the investigations stated above toward the widespread use of hydrogen stations, it is essential 
to improve the lifetime of the steam electrolysis system and reduce its cost. By studying the utilization of 
technological options such as usage of electrochemical pressure rising (electrochemical hydrogen pump) and 
energy carriers like ammonia, we propose the process of technological innovation toward cost reduction to 
achieve a 40 JPY/Nm3-H2 hydrogen production cost, which is equivalent to gasoline prices.
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$.  本提案⊱ٚݬのеᒞɧけ

1.1  ᮏᥦ㸭ሗ࿌➼ࡢ低㸦⬺㸧炭素社会ᐇ⌧➼ࡿࡅ࠾⨨࡙ࠊࡅព⩏

　水素は気候変動問題に対する有効な解決手段の一つとして位置づけられており、燃料からの二

酸化炭素の排出削減に加え、鉄鋼業、石油精製、化学産業、長距離輸送（エネルギーキャリア）

等の各分野における低炭素化・脱炭素化の問題解決の手段として期待される [1]。現在の状況下

では、天然ガスから水素を製造するプロセスが安価であるが、将来的には、太陽光発電などの再

生可能エネルギーからの水素製造コストの低下が期待できる。その結果、再生可能エネルギーの

資源に恵まれている国々では、再生可能エネルギーからの水素製造コストが、天然ガスからのそ

れよりも低くなる可能性も指摘されている [1]。我が国においても再生可能エネルギーのコスト

の低減が進み、将来的には水電解による水素製造のコストの大幅な低減が期待できる。一方、水

素の普及に向けては、燃料電池自動車（乗用車や商業車）用の水素ステーションに代表される

インフラストラクチャの整備を進めることも重要であることが指摘されている [1]。したがって、

水素製造コストに加え、水素インフラのコスト評価は、我が国の水素普及に向けて重要な検討項

目になる。

　本提案書では、燃料電池を用いた再生可能エネルギーからの水素製造システム評価を行い、そ

の結果に基づき水素ステーションの設計とコスト評価を行った。さらにそれらの一連の評価を

通じて、水素ステーション普及に向けた提言についてまとめた。JST-LCS では、これまでも固体

酸化物形燃料電池（Solid Oxide Fuel Cell: SOFC）を用いた水蒸気電解セル（Solid Oxide Electrolyzer 
Cell: SOEC）および SOEC システムの技術および経済性に関する評価を行ってきた [2 ～ 5]。ここ

で、SOEC の単セルを SOEC セルと記述し、SOEC セルを積層したスタックを SOEC モジュール

と記述する。また、SOEC モジュールと圧縮機や蓄圧器などから構成される水蒸気電解システム

全体を SOEC システムと定義する。本提案では、これらの SOEC および SOFC [6, 7] の技術評価

の知見に基づき、水素ステーションのコスト評価を行った。評価の際、日本政府の水素ステーショ

ンの設置基準について参照し、その設置基準に基づく仕様がコストに与える影響について検討

した。

1.2  Ỉ㟁ゎࣟࣉセࡢࢫ研究開発ྥືࡢ

　水の電気分解による水素製造はアルカリ水電解が現在の標準的な技術 [8] であるが、固体高分

子形燃料電池（PEFC）の利用による水電解セル（Polymer Electrolyte Membrane Electrolyzer Cell : 
PEMEC）が広く検討されており [9～ 11]、電極材料の性能向上と低コスト化も進められている [12]。
PEMEC アノードにはイリジウムを中心とした貴金属電極触媒が用いられており、カソードには

白金を中心とした貴金属電極触媒が用いられる [11]。したがって、PEMEC は電極材料のコスト

が非常に高くなるが、最近の報告においてイリジウムをチタンシート上に高分散化した電極デザ

インにより低コストかつ高耐久性を有する電極触媒が開発されている [12]。
　一方、SOEC システムの研究開発も精力的に進められている [13 ～ 18]。SOEC は PEMEC と比

較して高効率であるが、電極材料の劣化が課題であり、劣化のメカニズム解明と高効率な電極材

料開発の研究が進められている [15, 16]。さらに、基礎研究と共に、国内では商用機としての研

究開発が進められている [17, 18] 本提案書では、これらのSOECの研究開発を基に、水素ステーショ

ンへの設置を前提とした水蒸気電解システムの設計と最適化を行った。

1.3  Ỉ素〇㐀࣭⏝㛵㐃ࡓࡋᨻ⟇ྥືࡢ

　2014 年 4 月に第 4 次エネルギー基本計画が閣議決定された。それに伴い、官民学で水素社会に

向けたロードマップを策定する旨が記載され、経済産業省により 2014 年 6 月に「水素・燃料電

池戦略ロードマップ」が策定された。2016年 3月の 1回目のロードマップの改訂版では水素ステー
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ション整備体制の構築検討について記載があり、2019年3月の2回目の改訂版では水素ステーショ

ンの設置目標に向けたアクションプランが追加された。その間、2017 年 12 月に水素基本戦略が

閣議決定され、2018 年 7 月の第 5 次エネルギー基本計画では、水素を再生可能エネルギーとなら

ぶ新たなエネルギーの選択肢とすることが述べられている。

　水素・燃料電池戦略ロードマップ（2019 年 3 月改訂版）では、2030 年までに燃料電池自動

車（Fuel Cell Vehicle: FCV）80 万台程度の普及を想定している。これに伴い、水素ステーション

（Hydrogen Refueling Stations; HRSs）をはじめとした水素インフラの導入が求められている。2020
年 10 月現在、わが国における HRS の設置数は全国 135 か所であり、2030 年度には 900 か所の設

置が計画されている。水素ステーションには、水素の供給を外部（例えば、液化水素、高圧タンク、

パイプライン等）から供給するオフサイト方式と、ステーションの敷地内に水素製造装置を備え

たオンサイト方式の二種類が存在する。本提案では、後者のオンサイト方式について評価を行っ

た。

'.  水ᙜຩ電ៗシステムおよびˠͱ˵˔̜݀水素ステーシ͙ͱの技術評価

2.1  SOEC セ࣭ࣝࣔࣗࢪーࣝࡧࡼ࠾ỈẼ㟁ゎࡢ࣒ࢸࢫࢩタィ᭱㐺

　平板形 SOEC のセルの仕様を表 1 に示す。JST-LCS でこれまで検討してきた筆者らの 2019 年

度提案書 [5] を参照し、仕様を決めた。また、平板形 SOEC セル・モジュールの製造コストにつ

いても、筆者らによる 2019 年度提案書 [5] を参照した。電流－電圧曲線を図 1 に示す。図 1 は、

文献 [18] の平板形 SOEC システムの測定データに基づいており、活性化過電圧、濃度過電圧、お

よび抵抗過電圧を考慮したモデル式によりフィッティングを行った（付録1の式A1－A9を参照）。
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シࣙンᩚഛ体ไのᵓ⠏᳨ウについてグ㍕があり、2019ᖺ 3᭶の 2ᅇ┠のᨵゞ∧では水素ステーシ
ࣙンの設⨨┠ᶆにྥけたࢡシࣙンࣉランが㏣ຍࡉれた。ࡑの間、2017 ᖺ 12 ᭶に水素ᇶ本ᡓ␎
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（Hydrogen Refueling Stations; HRSs）をはࡌめとした水素ンフラのᑟ入がồめられている。2020
ᖺ 10᭶⌧ᅾ、わがᅜにおける HRSの設⨨数はᅜ ᡤであり、2030ᖺ度には135 ᡤの設900
⨨が計⏬ࡉれている。水素ステーシࣙンには、水素の౪⤥をእ㒊（ࡤ࠼、ᾮ化水素、高圧タン

ト᪉式と、ステーシࣙンのᩜᆅෆに水素製造⨨をࢧら౪⤥するオフ（➼ンラࣉࣃ、ࢡ

ഛ࠼たオンࢧト᪉式の二✀㢮がᏑᅾする。本ᥦでは、ᚋ⪅のオンࢧト᪉式についてホ౯を

 。たࡗ⾜
 

2. ỈẼ㟁ゎࢺࢧࣥ࢜ࡧࡼ࠾࣒ࢸࢫࢩᆺỈ素ࣥࣙࢩ࣮ࢸࢫのᢏ⾡ホ౯ 

 㐺᭱のタィ࣒ࢸࢫࢩỈẼ㟁ゎࡧࡼ࠾࣮ࣝࣗࢪ࣭ࣔࣝࢭ&)2���62
ᖹᯈ形 SOECのセルのᵝを⾲ 1に♧す。JST-LCS でࡇれࡲで᳨ウしてࡁた➹⪅らの 2019ᖺ
度ᥦ᭩[5]をཧ↷し、ᵝをỴめた。ࡲた、ᖹᯈ形 SOECセル࣭ࣔࣗࢪールの製造ࢥストについ
ても、➹⪅らによる 2019ᖺ度ᥦ᭩[5]をཧ↷した。電流㸫電圧᭤⥺をᅗ 1に♧す。ᅗ 1は、文
献[18]のᖹᯈ形 SOEC システムの 定データにᇶ࡙いており、活性化過電圧、濃度過電圧、ཬࡧ
ᢠ過電圧を⪃៖したࣔデル式によりフࢵテンࢢを⾜ࡗた（㘓 1の式A1㸫A9をཧ↷）。 

⾲ � 62(&ᵝ 

セル㠃✚ 134 m2 
㐠㌿᮲௳ 8 h/day 
✌ാ率 0.33  

స動温度 750 °C 
圧ჾ     
圧力 82 MPa 
ᐜ✚ 370 L 
圧⦰ᶵ   

理論ẁ数 5 ẁ 
ᖹᯈ形セル電極ࢬࢧ㸸10cm×10cm 
セルᯛ数㸸 1スタࢡࢵ 200セル×67ࣔࣗࢪール=13,400セル [5] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾲ 1　SOEC ᵝ

ᖹᯈᙧセࣝ㟁ᴟࢬࢧ㸸10cm × 10cm
セࣝᯛᩘ㸸 1 ࢡࢵタࢫ 200 セࣝ� 67 ーࣝࣗࢪࣔ =13,400 セࣝ [5]



3

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

固体酸化物形燃料電池システム（Vol.8）

令和 3 年 2 月

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）

低炭素社会戦略センター（LCS）

　続いて、水蒸気電解システムの性能およびコストの算出を行った。図 2 に水蒸気電解システム

の模式図を示す。水蒸気電解システムは、SOEC モジュール、熱交換器、ブロワー、ヒーター、

圧縮機、高圧タンクから構成される。システムの概要は 2019 年度提案書 [5] に従っているが、

SOEC モジュールの操作条件、および熱交換器の設定温度について、制約付き最小化の内点法の

アプローチにより最適化を行った [19]。
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⥆いて、水蒸気電解システムの性⬟およࢥࡧストの算出を⾜ࡗた。ᅗ 2に水蒸気電解システムの
ᶍ式ᅗを♧す。水蒸気電解システムは、SOEC ーター、圧ࣄ、ロ࣡ーࣈ、ール、熱ჾࣗࢪࣔ
⦰ᶵ、高圧タンࢡらᵓᡂࡉれる。システムのᴫせは 2019ᖺ度ᥦ᭩[5]にᚑࡗているが、SOEC
ロࣉ小化のෆ点ἲの᭱ࡁ熱ჾの設定温度について、ไ⣙ࡧールの᧯స᮲௳、およࣗࢪࣔ

ーࢳにより᭱㐺化を⾜ࡗた[19]。

ᅗ 2 ỈẼ㟁ゎ࣒ࢸࢫࢩのᶍᘧᅗ

⾲ 2に SOECシステムの᭱㐺化の⤖ᯝを♧す。熱中立点（⿵㑇 6の式 A13）を⪃៖するࡇとで、
水素の圧⦰ࣉロセスを㝖いた水素製造効率は 83％の⤖ᯝがᚓられた。ࡲた、80MPaに᪼圧するࣉ

ᅗ 1　SOEC 㟁ὶ㸫㟁ᅽ᭤⥺㸦ᐇ㦂್㸸ᩥ⊩ [18]㸧

　表 2 に SOEC システムの最適化の結果を示す。熱中立点（付録の式 A13）を考慮することで、

水素の圧縮プロセスを除いた水素製造効率は 83％の結果が得られた。また、80MPa に昇圧する
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プロセスを考慮しても、水素製造効率は76％の値が得られた。水素製造速度は300.8 Nm3/hとなり、

商用水素ステーションの標準的な水素製造能力（300 Nm3/h）とほぼ一致する結果が得られた。
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電流ᐦ度 0.54 A/cm2 
セル電圧 1.17 V 
水素製造㏿度 300.8 Nm3/h 
水素製造効率 (LHV)㸸圧⦰ᕤ⛬↓ 0.83   
水素製造効率 (LHV)㸸圧⦰ᕤ⛬᭷ 0.76  

水素圧⦰電力原༢  0.31 kWh/Nm3-H2 
入力電力 0.85 MW 

 
ᅗ 3に SOECのシステムࢥストを♧す。SOEC࣮ࣔࣝࣗࢪのᑑࡣ現≧࡛ࡣ 1年⛬ᗘ࡛ࠊࡾ࠶ᑗ
᮶ࡣ 5㹼10 年⛬ᗘ࡛ࡲᨵၿࡀࡇࡿࢀࡉணࠋ[13]ࡿ࠸࡚ࢀࡉᅗ 3 のシステムのࢥストのヨ算で
は、SOECࣔࢆ࣮ࣝࣗࢪࢆࡇࡿࡍ๓提にࠊSOEC࣮ࣔࣝࣗࢪのᑑ 3年ࠊBOS（Balance of 
System）のᑑࢆ 15年࡚ࡋィ⟬ࡋたࠋSOECࣔࣗࢪールにຍ࠼、圧⦰ᶵ、およࡧ圧ჾ（高圧
タンࢡ）のシステムࢥストに༨める合がࡁいࡇとがわる。㔞⏘効ᯝを⪃៖し、ᖺ⏘を 100
らྎ 1,000ྎにするࡇとで SOECࣔࣗࢪールࢥストがซ༙ῶする⤖ᯝがᚓられた。圧⦰ᶵに
ついてはࣞシࣉロ型を᥇用するሙ合はࡇれ以ୖのࢥストపῶが㞴しいが、圧ჾについてはᏳ

率の⦆和によりᮦ料ࢥストのపῶがྍ⬟になる。Ᏻ率の⦆和によるࢥストのᙳ㡪については

ᚋẁで㆟論する。 
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⾲ 2、ᅗ 3（SOECࣔࣗࢪールᖺ⏘ 1,000ྎ㸧の⤖ᯝにᇶ࡙ࡁ水素製造ࢥストを算出した。ᅗ 4に
水素製造ࢥストにᑐする✌ാ率と SOECࣔࣗࢪールのᑑの౫Ꮡ性について♧す。燃↝熱ᇶ‽で

⾲ 2　SOEC 㐺᭱ࡢ௳㐠㌿᮲ࡢ࣒ࢸࢫࢩ

　図 3 に SOEC のシステムコストを示す。SOEC ࡣ࡛≦⌧ࡣᑑࡢーࣝࣗࢪࣔ 1 年⛬ᗘ࡛ࠊࡾ࠶

ᑗ᮶ࡣ 5 㹼 10 年⛬ᗘ࡛ࡲᨵၿࡀࡇࡿࢀࡉணࡿ࠸࡚ࢀࡉ [13]。図 3 のシステムのコストの試

算では、SOEC SOECࠊ๓ᥦࢆࡇࡿࡍࢆーࣝࣗࢪࣔ ᑑࡢーࣝࣗࢪࣔ 3 年ࠊBOS㸦Balance 
of System㸧ࡢᑑࢆ 15 年࡚ࡋィ⟬ࠋࡓࡋSOEC モジュールに加え、圧縮機、および蓄圧器（高

圧タンク）のシステムコストに占める割合が大きいことが分かる。量産効果を考慮し、年産を

100 台から 1,000 台にすることで SOEC モジュールコストが大凡半減する結果が得られた。圧縮

機についてはレシプロ型を採用する場合はこれ以上のコスト低減が難しいが、蓄圧器については

安全率の緩和により材料コストの低減が可能になる。安全率の緩和によるコストへの影響につい

ては後段で議論する。
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ᅗ 3　SOEC 㸦SOECࢺࢫࢥ࣒ࢸࢫࢩ ᑑࡢーࣝࣗࢪࣔ 3 年ࠊBOS ᑑࡢ 15 年㸧

　表 2、図 3（SOEC モジュール年産 1,000 台）の結果に基づき水素製造コストを算出した。図 4
に水素製造コストに対する稼働率と SOEC モジュールの寿命の依存性について示す。燃焼熱基準

でのガソリン販売価格（4.2 円 /MJ）と等価な水素製造コストである 40 円 /Nm3-H2 を達成するた

めには、電力コスト 5 円 /kWh の条件において、稼働率 30％以上、寿命 3 年以上の条件が必要で
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あることが分かる。一方、水素製造コスト 30 円 /Nm3-H2 を達成するためには、電力コスト 5 円 /

kWh の条件では、稼働率 100％、寿命 15 年以上の条件が必要であるため、SOEC モジュールだけ

でなく、圧縮機や蓄圧器などの周辺機器の抜本的なコスト対策や技術オプションの変更が必要で

ある。
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のࣜࢯ࢞ン㈍౯᱁（4.2 /MJ）と➼౯な水素製造ࢥストである 40/Nm3-H2を㐩ᡂするため

には、電力ࢥスト 5/kWhの᮲௳において、✌ാ率 30％以ୖ、ᑑ 3ᖺ以ୖの᮲௳がᚲせであ
るࡇとがわる。一᪉、水素製造ࢥスト 30/Nm3-H2を㐩ᡂするためには、電力ࢥスト 5/kWh
の᮲௳では、✌ാ率 100％、ᑑ 15ᖺ以ୖの᮲௳がᚲせであるため、SOECࣔࣗࢪールࡔけでな
。シࣙンの変᭦がᚲせであるࣉᢏ⾡オࡸ⟇ストᑐࢥの࿘㎶ᶵჾのᢤ本的な圧ჾなࡸ圧⦰ᶵ、ࡃ

ᅗ � Ỉ素〇㐀ࢺࢫࢥの✌ാ⋡ ౫Ꮡᛶࡿࡍᑑにᑐ࣮ࣝࣗࢪࣔ&)62
㸦㟁ຊࢺࢫࢥ㸸�/N:K）

ᅗ 5に水素製造ࢥストにᑐする電力ࢥストと SOECࣔࣗࢪールのᑑの関ಀについて♧す。電
力ࢥスト 5/kWh、ᑑ 3ᖺで水素製造ࢥスト 40/Nm3-H2を㐩ᡂするࡇとがでࡁる。電力ࢥ

スト 2.5/kWh、ᑑ 3ᖺで 30/Nm3-H2を㐩ᡂするࡇとがでࡁる。ࡉらに、電力ࢥスト 0
/kWh、ᑑ 3ᖺの᮲௳では、水素製造ࢥストは 20 /Nm3-H2ࡲでపῶࡉれるࡇとが♧ࡉれた。

ᅗ 6にᖺ⏘ 1,000ྎの SOECにᑐして、SOECࣔࣗࢪールᑑ 3ᖺ、 ✌ാ率 33％の᮲௳（水素
ステーシࣙンの✌ാ率に‽ᣐ（8 h/day））における水素製造ࢥストᵓ造を♧す。ࡇࡇでは、電力ࢥ
スト（15～2.5/kWh）にᑐするឤ度解ᯒを⾜ࡗた。システムࢥストとඹに、電力ࢥストのᙳ㡪
がࡁいࡇとがわる。

ᅗ � Ỉ素〇㐀ࢺࢫࢥの✌ാ⋡ ౫Ꮡᛶࡿࡍᑑにᑐ࣮ࣝࣗࢪࣔ&)62
㸦✌ാ⋡ 33㸣㸸Ỉ素ࣥࣙࢩ࣮ࢸࢫの✌ാ⋡に‽ᣐ㸦�K/GD\㸧㸧

ᅗ 4　Ỉ素〇㐀ࡢࢺࢫࢥ✌ാ⋡ SOEC ౫Ꮡᛶࡿࡍᑐーࣝᑑࣗࢪࣔ

㸦㟁ຊࢺࢫࢥ㸸5  /kWh㸧

　図 5 に水素製造コストに対する電力コストと SOEC モジュールの寿命の関係について示す。電

力コスト 5 円 /kWh、寿命 3 年で水素製造コスト 40 円 /Nm3-H2 を達成することができる。電力コ

スト 2.5 円 /kWh、寿命 3 年で 30 円 /Nm3-H2 を達成することができる。さらに、電力コスト 0 円

/kWh、寿命 3 年の条件では、水素製造コストは 20 円 /Nm3-H2 まで低減されることが示された。

図6に年産1,000台のSOECに対して、SOECモジュール寿命3年、稼働率 33％の条件（水素ステー

ションの稼働率に準拠（8 h/day））における水素製造コスト構造を示す。ここでは、電力コスト

（15 ～ 2.5 円 /kWh）に対する感度解析を行った。システムコストと共に、電力コストの影響が大

きいことが分かる。
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スト 2.5/kWh、ᑑ 3ᖺで 30/Nm3-H2を㐩ᡂするࡇとがでࡁる。ࡉらに、電力ࢥスト 0
/kWh、ᑑ 3ᖺの᮲௳では、水素製造ࢥストは 20 /Nm3-H2ࡲでపῶࡉれるࡇとが♧ࡉれた。
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がࡁいࡇとがわる。
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2.2  FCV ⏝Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩンࡢホ౯

2.2.1  Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩンࡢ構ᡂ

　本節では、上述の SOEC システムの設計に基づき、燃料電池車（FCV）用水素ステーションの

コストについて検討を行った。水素ステーションの主な構成要素は、水素製造機、圧縮機、蓄圧

器、ディスペンサー、プレクーラーである。燃料電池自動車は高圧水素タンク（70 MPa）を搭載

しており、充填可能水素量は 122.4 L（4.6kg-H2）を想定した [20]。本提案書では、差圧式の水素

充填方式を考え、蓄圧器（82 MPa）から燃料電池自動車の高圧タンク（70 MPa）へ水素を供給す

る。電力は太陽光発電等再生可能エネルギーからの供給を想定し、電力コストは 5 円 /kWh を標

準とした。

　従来の水素ステーションでは、水素製造の多くは都市ガスを水蒸気によって改質する SMR
（Steam methane reforming）が主流であるが、水素製造装置において、再生可能エネルギー由来の

電力によって水電解を行い、CO2 フリーな水素を提供する、いわゆる「再エネ水素ステーション」

が注目されている。水電解には、上述したように、SOEC システムによる高温水蒸気電解を採用

した。オンサイト水素型の水素ステーションの主な構成要素は、SOEC 水素製造システム、圧縮

機、蓄圧器、ディスペンサー、冷凍設備である。以下に、水素製造から燃料電池自動車へ供給さ

れるまでのプロセスフローを示す（図 7）。
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ᅗ � Ỉ素〇㐀ࢺࢫࢥᵓ㐀

㸦㟁ຊࢺࢫࢥ� ��㹼2��/N:K� �ᑑ࣮ࣝࣗࢪࣔ&)62 3年� ✌ാ⋡� 33㸣)

2�2 )&9⏝Ỉ素ࣥࣙࢩ࣮ࢸࢫのホ౯
2�2���Ỉ素ࣥࣙࢩ࣮ࢸࢫのᵓᡂ
本⠇では、ୖ㏙の SOECシステムの設計にᇶ࡙ࡁ、燃料電池㌴（FCV）用水素ステーシࣙンの
た。水素ステーシࣙンのなᵓᡂせ素は、水素製造ᶵ、圧⦰ᶵ、圧ࡗ⾜ストについて᳨ウをࢥ

ჾ、デス࣌ンࢧー、ࢡࣞࣉーラーである。燃料電池⮬動㌴は高圧水素タンࢡ（70 MPa）をᦚ㍕
しており、ሸྍ⬟水素㔞は 122.4 L（4.6kg-H2）を想定した[20]。本ᥦ᭩では、ᕪ圧式の水素
ሸ᪉式を⪃࠼、圧ჾ（82 MPa）ら燃料電池⮬動㌴の高圧タンࢡ（70 MPa）水素を౪⤥する。
電力は太㝧ග発電➼⏕ྍ⬟エࢿルࢠーらの౪⤥を想定し、電力ࢥストは 5 /kWhをᶆ‽と
した。

ᚑ᮶の水素ステーシࣙンでは、水素製造のከࡃは㒔ᕷ࢞スを水蒸気によࡗてᨵ㉁する SMR
（Steam methane reforming）が流であるが、水素製造⨨において、⏕ྍ⬟エࢿルࢠー⏤᮶の
電力によࡗて水電解を⾜い、CO2フࣜーな水素をᥦ౪する、いわࡺるࠕエࢿ水素ステーシࣙンࠖ

がὀ┠ࡉれている。水電解には、ୖ㏙したように、SOEC システムによる高温水蒸気電解を᥇用
した。オンࢧト水素型の水素ステーシࣙンのなᵓᡂせ素は、SOEC 水素製造システム、圧⦰
ᶵ、圧ჾ、デス࣌ンࢧー、෭設ഛである。以下に、水素製造ら燃料電池⮬動㌴౪⤥ࡉ

れるࡲでのࣉロセスフローを♧す（ᅗ 7）。
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　水素製造装置（SOEC あるいは SMR）によって製造された水素は、圧縮機により 82 MPa まで

圧縮され、その後蓄圧器（82 MPa）に貯蔵される。水素供給時には、ディスペンサーを通じて

FCV 内の蓄圧器（70 MPa）へ差圧式で供給される。なおこの際、逆ジュールトムソン効果に伴う

発熱反応によって FCV 内の蓄圧器が高温となる為、冷凍設備によって -40℃まで冷却された水素

がディスペンサーより供給される。

2.2.2  Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩンࡢ構ᡂせ素᳨ࡢウ

　本提案書における水素ステーションの導入コストの評価対象は、SOEC水素製造システム（SOEC
モジュール、および BOS）、圧縮機、蓄圧器（82MPa）、ディスペンサー、冷凍設備である。土地

代は評価対象外とした。また、水素ステーションの供給能力を 300 Nm3/h に設定した。この値は、

政府が想定する中規模クラスの 1時間当たりに FCV6台に供給可能な水素ステーションに相当し、

FCV（高圧水素タンクの仕様 70 MPa, 5 kg-H2）一台につき 3 分で満充填を行うことができると仮

定した。

・水素ステーション構成要素について

①  SOEC システム

　2.1 で最適化した SOEC システムについて評価を行った。

②  蓄圧器（高圧水素タンク）の仕様

　蓄圧器の設計において、肉厚円筒の内表面が最大応力を持つとし、Lame の式（付録：式 A10
を参照）における許容引張応力を満たすような内径および外径を算出し、材料の質量とコストを

算出した。タンク長さは 5 mとした。安全率については 4を標準ケースとして、感度解析を行った。

高圧水素タンクの導入コストは、高圧タンクの原材料コストに対し、コストファクター（α = 8）
を乗じたものとした。

③  圧縮機の消費電力

　圧縮機はレシプロ式を仮定し、消費電力は理論断熱圧縮動力の式（付録：式 A11 を参照）を用

いて計算を行った。

④  冷凍機の消費電力量

　82MPa に圧縮された水素ガスは冷凍機で冷却され、燃料電池自動車内の高圧タンクへ貯蔵され

る。供給時のガス流速は、燃料電池自動車が保持する 500kg の水素タンクを 3 分で満充填する場

合を想定した。冷凍機の消費電力の詳細は付録 4 に示す。

⑤  ディスペンサー

　ディスペンサー（水素供給装置）は、充填のためのノズルや操作盤、および安全に水素が充填

できるように流量や温度を監視・制御するシステムを含む。

2.2.3  Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩンࢺ࢘ࣞࡢ

　SOEC を用いた高温水蒸気電解による水素製造装置、あるいは現在一般的に用いられている水

蒸気改質（都市ガス由来のメタンと水蒸気による反応によって水素を製造するプロセス）を含め

て、主要 5 種類の装置を含む水素ステーションのコストの比較を行った。ここでは、高圧ガス保

安法に遵守した、経済産業省「水素・燃料電池等の普及促進に係る自治体連携会議」におけるオ

ンサイト型の配置例 [22] を参考に、本 SOEC システムを導入したレイアウトを図 8 に示す。図中

の赤字の距離は、表 3 に示す高圧ガス保安法による敷地レイアウトの制限（国内基準）に基づい

ている。なお、参考として米国の設置基準についても表 3 に示す [23]。
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2.2.4  Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩンࢺࢫࢥࡢ構㐀

　水素ステーションのコスト構造を図 9 に示す。計算の前提条件は以下のとおりである。

・SMR 型（現状）: 水素製造装置を除く建設費、および改質器の現在のコストから算出した [24, 25]。
ここで、SMR のコストは、文献 [24] に示される改質器型水素製造装置 8,500 万円（100 Nm3/h）
に対し、300Nm3/h の製造能力に対して 0.7 乗則を仮定して計算を行った。

・SOEC システム（現状）: 2016 年度の水素製造装置を除く建設費 [24, 25]、および SOEC モジュー

ル（年産 100 台、寿命 1 年）

・SOEC システム（将来）: 2016 年度のディスペンサーとその他工事費 [24]、圧縮機、冷凍機、

蓄圧器、および SOEC モジュール（年産 1,000 台、寿命 1 年）

・SOEC システム（発展）：SOEC システム（将来）の設定を基に、SOEC の技術改善に対する感

度解析（SOEC モジュール：年産 1,000 台、寿命 3 年）

　現在、水素ステーションに課される保安制約は国ごとに異なっており、日本では主に高圧ガス

保安法に則った建築基準や設備配置を遵守する必要がある。本提案書では、国内基準を遵守し

たコスト構造について示した。SOEC（発展）に示すように、SOEC モジュールの寿命を現状の
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ᅗ � Ỉ素ࣥࣙࢩ࣮ࢸࢫのࣞࢺ࢘ (����Pð) 
㸦㯤Ⰽのಶᡤࡀᮏ◊✲に࠾けࢺࢫࢥࡿホ౯ᑐ㇟㸧

⾲ 3 㧗ᅽࢫ࢞ಖᏳἲにᩜࡿࡼᆅࣞࢺ࢘のไ㝈 >22� 23@

㝸㞳ᑐ㇟ 㝸㞳㊥㞳 (日本) [22] 㝸㞳㊥㞳 (⡿ᅜ) [23]

デス࣌ンࢧー㹝බ㐨 (m) 8 -

高圧࢞ス設ഛ㹝ົᡤ (m) 8 4

高圧࢞ス設ഛ㹝ᩜᆅቃ⏺ (m) 8 5

2�2�� Ỉ素ࣥࣙࢩ࣮ࢸࢫのࢺࢫࢥᵓ㐀
水素ステーシࣙンのࢥストᵓ造をᅗ 9に♧す。計算の๓ᥦ᮲௳は以下のとおりである。
࣭SMR型（⌧≧）: 水素製造⨨を㝖ࡃᘓ設㈝、ཬࡧᨵ㉁ჾの⌧ᅾのࢥストら算出した[24, 25]
⨨れるᨵ㉁ჾ型水素製造ࡉ♧ストは、文献[24]にࢥで、SMRのࡇࡇ 8,500（100 Nm³/h）に
ᑐし、300Nm³/hの製造⬟力にᑐして 0.7๎を仮定して計算を⾜ࡗた。
࣭SOECシステム（⌧≧）: 2016ᖺ度の水素製造⨨を㝖ࡃᘓ設㈝[24, 25]、およࡧ SOECࣔࣗࢪ
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スಖᏳἲに๎ࡗたᘓ⠏ᇶ‽ࡸ設ഛ㓄⨨を㑂Ᏺするᚲせがある。本ᥦ᭩では、ᅜෆᇶ‽を㑂Ᏺし

たࢥストᵓ造について♧した。SOEC（発ᒎ）に♧すように、SOECࣔࣗࢪールのᑑを⌧≧の

ᅗ 8　Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩンࢺ࢘ࣞࡢ 㸦700 m2㸧 
㸦㯤Ⰽࡢಶᡤࡀᮏ研究ࢺࢫࢥࡿࡅ࠾ホ౯ᑐ㇟㸧
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1 年 [13] から 3 年以上にすることで、水素ステーションの建設コストを 4 億円以下に低減できる

可能性が示唆された。

2.2.5  Ỉ素〇㐀ࢺࢫࢥᑐࡿࡍ㟁ຊࡢࢺࢫࢥᙳ㡪

　以上のコスト評価に基づき、水素ステーションにおける水素製造コスト（円 /Nm3-H2）を計算

した。その前提条件を表 4 にまとめる。また、その計算結果を以下に示す（表 5, 6）。表 4 の条

件で水素ステーションの建設コストを加えた場合、電力コスト 15 ～ 2.5 円 /kWh、および稼働率

33％の条件において、水素製造コストは 120 ～ 70 円 /Nm3-H2 になることが示された（表 5）。ま

た、稼働率が 90％の条件で同様の検討を行った（表 6）。電力コスト 15 ～ 2.5 円 /kWh において、

水素製造コストは 86 ～ 37 円 /Nm3-H2 になることが示された。2019 年度提案書 [5] でも議論して

いるが、蓄圧器（高圧タンク）の低圧化により、蓄圧器と圧縮機のコスト削減が可能である。将

来的には、電気化学的昇圧やアンモニアなどのエネルギーキャリアの利用などを含め、昇圧・貯

蔵工程の見直しも検討することで、現状のガソリン価格に相当する 40 円 /Nm3-H2 を目指す取り

組みが必要である。
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た。ࡑの๓ᥦ᮲௳を⾲ 4にࡲとめる。ࡲた、ࡑの計算⤖ᯝを以下に♧す（⾲ 5, 6）。⾲ 4の᮲௳
で水素ステーシࣙンのᘓ設ࢥストをຍ࠼たሙ合、電力ࢥスト 15～2.5/kWh、およࡧ✌ാ率
33％の᮲௳において、水素製造ࢥストは 120～70/Nm3-H2になるࡇとが♧ࡉれた（⾲ ࡲ。（5
た、✌ാ率が 90％の᮲௳でྠᵝの᳨ウを⾜ࡗた（⾲ 6）。電力ࢥスト 15～2.5/kWhにおいて、
水素製造ࢥストは 86～37/Nm3-H2になるࡇとが♧ࡉれた。2019ᖺ度᭩[5]でも㆟論している
が、圧ჾ（高圧タンࢡ）のప圧化により、圧ჾと圧⦰ᶵのࢥスト๐ῶがྍ⬟である。ᑗ᮶的

には、電気化学的᪼圧ࡸンࣔࢽなのエࢿルࢠーࣜࣕ࢟の用なをྵめ、᪼圧࣭㈓ⶶᕤ

⛬のぢ┤しも᳨ウするࡇとで、⌧≧のࣜࢯ࢞ン౯᱁に┦ᙜする 40/Nm3-H2を┠ᣦすྲྀり⤌ࡳ

がᚲせである。 
 
 

ᅗ 9　Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩン㸦300 Nm3/h㸧ࢺࢫࢥࡢ構㐀

㸦SMR㸦⌧≧㸧ࠊSOEC㸦⌧≧ᑗ᮶㸧ࠊ

ࡧࡼ࠾ SOEC㸦発ᒎ㸧㸸SOEC ーࣝᑑ㸦1ࣗࢪࣔ 年Ѝ 3 年㸧
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Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩン✌ാ⋡ : 33%㸦8 h/day ᙜ㸧┦

⾲ 6　Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩンࢺࢫࢥࡢ構㐀ࡢつไᑐࡿࡍ౫Ꮡᛶ㸦ࡢࡑ 2㸧

Ỉ素ࢸࢫーࣙࢩン✌ാ⋡ : 90%
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固定㈝ Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 
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4 
圧ჾᏳಀ数: 

4 
圧ჾᏳಀ数: 

4 
圧ჾᏳಀ数: 

4 
ᘓᒇ 㠃✚:700 m² 㠃✚:700 m² 㠃✚:700 m² 㠃✚:700 m² 

変動㈝         

用ᙺ  
電気料㔠:  
15/kWh 

電気料㔠:  
10/kWh 

電気料㔠: 
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電気料㔠: 
 2.5/kWh 
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3ྡ(┘╩ 1, ᚑ
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ᴗ⪅ 2) 
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用ᙺ (/Nm³-+ၷ� 59 39 20 10 

人௳㈝ (/Nm³-+ၷ� 14 14 14 14 

水素製造ࢥスト (/Nm³-+ၷ� 120 100 80 70 

水素ステーシࣙン✌ാ率: 33%（8 h/dayに┦ᙜ） 
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).  ᐄᠶ

　SOEC を用いた水蒸気電解システムの評価を行った。水素製造速度 300 Nm3/h の標準的な規模

の水素ステーション向けの SOEC システムについて、圧縮工程を含めない場合、水素製造効率は

83％の結果が得られた。また、水素を 80 MPa に昇圧する工程を考慮しても、水素製造効率 76％
の結果が得られた。また、SOEC システムの水素製造コストについても 40 円 /Nm3-H2 から 30 円 /

Nm3-H2 に至る条件について示した。さらに、水素ステーションの建設コストについても検討し、

SOEC モジュールのコスト低減と寿命を 3 年以上にすることにより、水素ステーションの建設コ

ストを約 30％低減できる可能性が示唆された。その結果、電力コスト 15 ～ 2.5 円 /kWh、および

稼働率 33％の条件において、水素ステーションの水素製造コストは 120 ～ 70 円 /Nm3-H2 になる

ことが示された。また、稼働率が 90％の条件で同様の検討を行ったところ、水素ステーションの

水素製造コストは 86 ～ 37 円 /Nm3-H2 になることが示された。将来的には、昇圧・貯蔵の工程の

見直しも検討することで、現状のガソリン価格に相当する 40 円 /Nm3-H2 を目指す必要がある。

*.  కፑጓ案のたʟの水素ステーシ͙ͱᬖᇍの提案

　SOEC システム開発の政策提言は 2019 年度提案書 [5] にまとめてある。本提案書では、上述の

水素ステーションの技術評価の結果から得られた知見を基に、水素ステーション普及に向けた提

言を以下にまとめる。

1）設備の小型化・低コスト化：SOEC システムの小型化については既に提案しているが [5]、水

素製造モジュール、圧縮機、蓄圧器の小型化や簡素化は水素ステーションの設置コストに大きく

影響を与えるため、設備の小型化と低コスト化が必須である。

2）昇圧・貯蔵工程の検討：蓄圧器（高圧タンク）の低圧化により、蓄圧器と圧縮機のコスト削

減が可能である。将来的には、プロトン伝導性電解質膜を用いた燃料電池を電解セルに用いるこ

とで、水電解で生成した水素を電気化学的昇圧により蓄圧器に貯蔵し圧縮機のコストを削減する

方法 [26] や、水素をアンモニアなどのエネルギーキャリアに化学変換したのち輸送・貯蔵・発電

に利用する方法 [27] などを含め、昇圧・貯蔵工程の見直しも検討することで、現状のガソリン価

格に相当する 40 円 /Nm3-H2 を目指す取り組みが必要である。
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1㸬ᖹᯈ形 SOECのࣔデル計算㸸 
⾲A1にᖹᯈ形セルのᨭ㓄᪉⛬式を♧す [A1]。 
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OhmcConc,aConc,cAct,aAct,pol KKKKK ���� V     (A8) 

   :ールの出力ࣗࢪࣔ
cellcellseriescellsstack VINP �      (A9) 

______________________________________________________________________ 

F: ファラデー定数 (F = 96485 C/mol), 5: 気体定数 [5 = 8.314 J/(mol K)], T: 温度 (K),  
L: 電流ᐦ度 (A/m2), Ij:  j✀ の電 (j : 電子, 酸化物オン) (V), L0: 電流ᐦ度 (A/m2),  
I: 電流 (A), 9cell: cセル電圧 (V), Er: ࢿルンスト式にᇶ࡙ࡃ起電力 (V), Eloss: ࢿルンストᦆኻ (V),  
KAct: 活性化過電圧 (V), KConc: 濃度過電圧 (V), KOhm: ᢠ過電圧 (V), Dt: 移⾜ಀ数 (-),  
ne: 電子移動数, &i:  i✀のࣔル濃度 (mol/m3), 
'i,j: 2ᡂศ⣔┦ᣑᩓಀ数 (m2/s), 'i,k: i✀のࢵࢾࢡセンᣑᩓಀ数 (m2/s),  
'i,n: i ✀のከᡂศ⣔ᖹᆒᣑᩓಀ数(m2/s), 'ieff: i✀の᭷効ᣑᩓಀ数 (m2/s),  
*qf: ᶆ‽ࢬࣈࢠ⮬⏤エࢿルࢠー変化 (J/mol),  
0i: i✀のศ子㔞 (-), 0av: 混合⣔のᖹᆒศ子㔞 (-), \i: i✀のࣔルศ率 (-), 
Si: i✀のศ圧 (Pa), U: ᖹᆒ⣽Ꮝ༙ᚄ (m), H: 空Ꮝ率 (-), [: ᒅ᭤率 (-)�  
/TPB: ୕┦⏺㠃㛗 (m)� 5p: ⏺㠃ᢠ (:)�3: 出力 (J/s), 1cells-series: ┤ิのセル数 (-) 
Se: 電極㠃✚ (m2), Oe:電解㉁ཌࡳ (m), 5e:電解㉁⭷のオンᢠ, V: オンᑟ電率 (S/m) 
 
文献[A1]  J.-C. Njodzefon, D. Klotz, A. Kromp, A. Weber, E. Ivers-Tiffee´, “Electrochemical Modeling 
of the Current-Voltage Characteristics of an SOFC in Fuel Cell and Electrolyzer Operation Modes” 
J. Electrochem. Soc. 160 (4) F313-F323 (2013). 
      
 
2㸬高圧水素タンࢡの設計㸸 
高圧水素タンࢡの設計⫗ཌ⟄のෆ⾲㠃が᭱応力をᣢつとし、Lameの式 A10におけるチᐜ
ᘬᙇ応力ߪ[MPa]を‶たすようなෆᚄおよࡧእᚄを算出した。 

ߪ = 𝑇𝑇𝑆𝑆
ݏ = 𝑃𝑃൞

1
2 ቀ
0ܦ
ݐ ቁ

ଶ
െ 0ܦ

ݐ + 1
0ܦ
ݐ െ 1

ൢ    （A10） 

。は⫗ཌ [m]であるݐ ,0はእᚄ [m]ܦ ,はᏳ率 [-], 𝑃𝑃はෆ圧 [MPa]ݏ ,[MPa] ࡉで𝑇𝑇𝑆𝑆はᘬᙇᙉࡇࡇ
なお、用ᮦ料はࢣࢵࢽルࢡロムࣔࣜࣈデン㗰とし、ᘬᙇᙉࡉは文献[A2]をཧ↷した。タンࢡ㛗
を⪃៖しࢢンࣜࢻンࣁはᕤሙでのࡉ 5 mとした。Ᏻ率は、ᶆ‽ࢣースでは 4とした。 
 高圧タンࢡの体✚は、✌ാ率と水素製造㏿度ら算出した。すなわち、本文中で᳨ウしている

✌ാ率 3％（8h/day）、水素製造㏿度 300 Nm3/hの高圧タンࢡは、✌ാ率 90％、水素製造㏿度 300 
Nm3/hの高圧タンࢡの 1/2.7ಸのᐜ✚になる（2.7 = 90/33）。 
 
文献[A2] 和田ὒ流, “水素スタンࢻ用㗰製圧ჾのᮦ料㑅定とᏳ性ホ౯について”, 水素エࢿ
ルࢠーシステム, 35(4), 38-44 (2010). 
 
3㸬圧⦰ᶵのᾘ㈝電力㸸 
圧⦰ᶵはࣞシࣉロ式を仮定し、ᾘ㈝電力 �ܹ�𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚 [kW]は理論᩿熱圧⦰動力の式を用いて以下のよ
うに⾲ࡉれる（式A3）。 
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�ܹ�𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚 = 𝑛𝑛ߢ
ߢ െ 1𝑃𝑃𝐶𝐶 ܳ𝐶𝐶 ቐ൬

𝑃𝑃𝐶𝐶௨𝐴𝐴
𝑃𝑃𝐶𝐶

൰
ିଵ
𝐶𝐶

െ 1ቑ1
𝜂𝜂 ή

1
0.06      (A11) 

 
は二原子ศ子のẚ熱ẚ(1.4), 𝑛𝑛は圧⦰ẁ数(5ߢでࡇࡇ ẁ), 𝑃𝑃𝐶𝐶は吸㎸圧力[MPa] (0.1 MPa), ܳ𝐶𝐶は
SOEC システムによࡗて製造ࡉれる水素の流㔞 [m³/ min], 𝑃𝑃𝐶𝐶௨𝐴𝐴はྤ出圧力 [MPa] (82 MPa),  𝜂𝜂は
᩿熱効率（80%）である（※式中の 0.06の್は༢算の理⏤による）。 
 
文献[A3] R. P. Micena, O. R. Llerena-Pizarro, T. M. de Souza, J. L. Silveira, “Solar-powered Hydrogen 
Refueling Stations: A techno-economic analysis”, Int. J. Hydrogen Energy, 45(3), 2308-2318. (2020). 
 
4. ෭ᶵのᾘ㈝電力㸸 
82MPaに圧⦰ࡉれた水素࢞スは෭ᶵで෭༷ࡉれ、燃料電池⮬動㌴ෆの高圧タンࢡ㈓ⶶࡉれる。
౪⤥の࢞ス流㏿は、燃料電池⮬動㌴がಖᣢする 500kgの水素タンࢡを 3ศ⛬度で‶ሸするሙ
合を想定した。෭ᶵのᾘ㈝電力 �ܹ�𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 [kW]は以下の式 A12ら算出した[A4]。 
 
 

�ܹ�𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 =
െ ሶ݉ 𝐻𝐻2ܥ(𝑇𝑇𝐶𝐶௨𝐴𝐴 െ 𝑇𝑇𝐶𝐶)

𝑃𝑃ܱܥ                    (A12) 

 
でࡇࡇ ሶ݉ 𝐻𝐻2は水素の౪⤥流㏿[kg/sec]、 ܥは水素ẚ熱[kJ/kg࣭K]、 𝑇𝑇𝐶𝐶およࡧ𝑇𝑇𝐶𝐶௨𝐴𝐴はࡑれࡒれ気体
の入ཱྀおよࡧ出ཱྀ温度[K]、 COPは෭ᶵのᡂ⦼ಀ数である。ࡲた、෭ᶵのᡂ⦼ಀ数は文献[A4]
をཧ⪃に 3.3とした。 
 
文献[A4] A. Elgowainy, K. Reddi, D.Y. Lee, N. Rustagi, E. Gupta, “Techno-economic and thermodynamic 
analysis of pre-cooling systems at gaseous hydrogen refueling stations”, Int. J Hydrogen Energy, 42(49), 
29067-29079. (2017). 
 
5. デス࣌ンࢧー 
デス࣌ンࢧー（水素౪⤥⨨）は、FCV に水素をሸし、ࡑの㔞を計㔞するシステムである。
ሸ用のࢬࣀルࡸ᧯స┙らᵓᡂࡉれ、ࡲた、Ᏻに水素がሸでࡁるように流㔞ࡸ温度を┘ど࣭

ไᚚするシステムをྵࡴ。デス࣌ンࢧーのࢥストについては、⤒⏘┬ 2016ᖺ度の್[A5]をཧ↷
した。 
 
文献[A5] ⤒῭⏘ᴗ┬, “水素࣭燃料電池ᡓ␎ローࣉࢵ࣐ࢻ”, ᖹᡂ 31ᖺ 3᭶, 
https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190312001/20190312001-1.pdf, （ࢡセス日2020ᖺ11᭶30日） 
 
6㸬SOECシステムの᭱㐺化計算と熱中立点について㸸 
SOEC システムの᭱㐺化計算を⾜う㝿に、以下の๓ᥦ᮲௳を設定した。すなわち、SOEC ࣗࢪࣔ
ール⾲㠃のఏᑟఏ熱による熱ᦆኻは⪃៖ࡎࡏ、᩿熱を仮定した。ࡲた、SOEC ールෆの水ࣗࢪࣔ
蒸気電解反応によりエントロピー吸熱とඹに過電圧による発熱が⏕ࡌる。SOEC ールをᜏࣗࢪࣔ
ᖖ的に㐠㌿するためにはࡇれらが㔮り合ࡗている熱中立点での㐠用がᮃࡲしい。しし、熱

ჾによる熱用をおࡇなࡗても気体を SOECのస動温度の 750qCࡲで᪼温するࡇとはྍ⬟で
ある。ࡇࡑで、熱中立点よりࡁな電圧で㐠㌿し⏕ࡌたవ発熱を SOECෆ㒊での投入気体の᪼
温にあてる。ࡇれによりຍ熱ჾによる気体の᪼温を᭱小㝈にᢚ࠼る設定とした。熱ჾはྥ流
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29067-29079. (2017). 
 
5. デス࣌ンࢧー 
デス࣌ンࢧー（水素౪⤥⨨）は、FCV に水素をሸし、ࡑの㔞を計㔞するシステムである。
ሸ用のࢬࣀルࡸ᧯స┙らᵓᡂࡉれ、ࡲた、Ᏻに水素がሸでࡁるように流㔞ࡸ温度を┘ど࣭

ไᚚするシステムをྵࡴ。デス࣌ンࢧーのࢥストについては、⤒⏘┬ 2016ᖺ度の್[A5]をཧ↷
した。 
 
文献[A5] ⤒῭⏘ᴗ┬, “水素࣭燃料電池ᡓ␎ローࣉࢵ࣐ࢻ”, ᖹᡂ 31ᖺ 3᭶, 
https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190312001/20190312001-1.pdf, （ࢡセス日2020ᖺ11᭶30日） 
 
6㸬SOECシステムの᭱㐺化計算と熱中立点について㸸 
SOEC システムの᭱㐺化計算を⾜う㝿に、以下の๓ᥦ᮲௳を設定した。すなわち、SOEC ࣗࢪࣔ
ール⾲㠃のఏᑟఏ熱による熱ᦆኻは⪃៖ࡎࡏ、᩿熱を仮定した。ࡲた、SOEC ールෆの水ࣗࢪࣔ
蒸気電解反応によりエントロピー吸熱とඹに過電圧による発熱が⏕ࡌる。SOEC ールをᜏࣗࢪࣔ
ᖖ的に㐠㌿するためにはࡇれらが㔮り合ࡗている熱中立点での㐠用がᮃࡲしい。しし、熱

ჾによる熱用をおࡇなࡗても気体を SOECのస動温度の 750qCࡲで᪼温するࡇとはྍ⬟で
ある。ࡇࡑで、熱中立点よりࡁな電圧で㐠㌿し⏕ࡌたవ発熱を SOECෆ㒊での投入気体の᪼
温にあてる。ࡇれによりຍ熱ჾによる気体の᪼温を᭱小㝈にᢚ࠼る設定とした。熱ჾはྥ流
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型を想定し、温度効率は 60％～90％の間に設定した。 
 
熱中立点、エントロピー吸熱、過電圧発熱について以下の式 A13を用いた[A6]。 
 

𝐼𝐼 × (𝜂𝜂𝑂𝑂ℎ𝑚𝑚 + 𝜂𝜂𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 + 𝜂𝜂𝐴𝐴𝐶𝐶𝐴𝐴) = 𝑇𝑇∆𝑆𝑆 × 𝐼𝐼/(𝑛𝑛 × 𝐹𝐹)         (A13) 
 
I: 電流[A], T: 温度[K], S: エントロピー変化[J/mol], n: 反応に伴う電子移動数,  F: ファラデー

定数, 𝜂𝜂𝑂𝑂ℎ𝑚𝑚:オーム過電圧, 𝜂𝜂𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶:濃度過電圧, 𝜂𝜂𝐴𝐴𝐶𝐶𝐴𝐴:活性化過電圧 

 
セル設計により各温度における理論起電力、各過電圧、I-V特性を算出した。 なお、簡易的な熱

中立点となる電圧として知られる𝐸𝐸 = 𝛥𝛥𝐻𝐻
𝐶𝐶𝑛𝑛 = 1.29𝑉𝑉（H:エンタルピー、n: 電極反応に関わる電子数、

F:ファラデー定数）は、 

𝐸𝐸 = 𝛥𝛥𝐻𝐻
𝑛𝑛𝐹𝐹 + 𝑅𝑅𝑇𝑇

𝑛𝑛𝐹𝐹 ln(
𝑃𝑃𝐻𝐻2𝑃𝑃𝑂𝑂2

0.5

𝑃𝑃𝐻𝐻2𝑂𝑂
)                             (A14) 

のうち、
𝑃𝑃𝐻𝐻2×𝑃𝑃𝑂𝑂2

0.5

𝑃𝑃𝐻𝐻2𝑂𝑂
= 1 と仮定したものである。本システムでは、投入する水蒸気に 10％水素を

循環混合し、空気極側に投入する気体として空気を想定しているため、𝑃𝑃𝐻𝐻2 = 0.1 𝑃𝑃𝑂𝑂2 = 0.21 

𝑃𝑃𝐻𝐻2𝑂𝑂 = 0.9となり、E=1.16Vが熱中立点となる。 
 
文献[A6] 笠井 重夫，藤原 斉二，山田 和矢，小川 斗, 松永 健太郎，吉野 正人，帆足 英二，
牧野 新一, “高温水蒸気電解による原子力水素製造の研究”, 日本原子力学会和文論文誌，8(2), 
122-141 (2009). 
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